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青 梅 市 監 査 委 員



指定管理者監査報告書 

第１ 監査の概要 

 １ 監査の対象 

公 の 施 設 指 定 管 理 者 所 管 部 課 

青梅市障がい者 

サポートセンター 

特定非営利活動法人 

 青梅市障害者団体連合会 
健康福祉部障がい者福祉課 

 ２ 監査の範囲 

平成２５年度に執行された公の施設の管理、会計処理等に関する事

務 

 ３ 監査の期間 

  平成２６年１０月１０日から平成２６年１２月１８日まで 

  説明聴取 平成２６年１１月２５日 

 ４ 監査の方法 

監査に当たっては、主に次の事項が適正に行われているかどうかに

ついて、指定管理者および所管課に関係書類の提出を求め、関係諸帳

簿および証拠書類との照合による書類審査ならびに関係職員からの

説明聴取を実施した。 

(1) 指定管理者 

   ア 施設の運営管理は、適切に行われているか。 

   イ 事業の執行は、協定書および管理運営業務基準のとおり実施さ

れているか。 

ウ 利用促進のための努力は、なされているか。 

エ 会計処理は、適切に行われているか。 

オ 出納関係の諸帳簿の整備は、適切に行われているか。 

(2) 所管課 

   ア 指定管理者を導入した目的、趣旨は、生かされているか。 
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   イ 指定管理者の指定は、関係法令等に従って適正・公平に行われ

ているか。 

   ウ 協定書の締結は、適正に行われているか。 

エ 指定管理者に対する指導監督は、適切に行われているか。 

オ 業務の履行確認は、事業報告書等によりなされているか。 

第２ 青梅市障がい者サポートセンターの概要 

１ 目的 

青梅市障がい者サポートセンター（以下「センター」という。）は、

障害者および障害児の社会参加と自立を支援するとともに、地域社会

との交流を促進し、もって障害者等の福祉の増進を図ることを目的と

する。 

 ２ 利用者の範囲 

(1) 青梅市在住の障害者・児（身体障害、知的障害、精神障害等）と

その家族 

(2) 青梅市在住の方で組織されている障害者団体 

(3) その他市長が必要と認める者 

３ 施設の概要 

(1) 所在地等 

青梅市大門２丁目２６１番地の１ 

鉄筋コンクリート造り ２階建て 

敷地面積 ２，７１５．４５平方メートル 

建築面積 １，１１７．４３平方メートル 

(2) 開館時間 

ア 平日・土曜日・祝日 午前９時から午後６時まで 

イ 日曜日 午前９時から午後５時まで 

(3) 休館日 

毎月第３月曜日（ただし、国民の祝日に関する法律に規定する休日

に当たるときは、その翌日以後の最初の休日でない日とする。）、年末

年始（１２月２９日から１月３日まで） 

４ 指定管理者 

(1) 名称および所在地 
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名 称 特定非営利活動法人青梅市障害者団体連合会 

所在地 青梅市河辺町４丁目１０番地の４ 

(2) 業務範囲 

ア センター事業の運営に関する業務 

 (ｱ) 受付に関する業務 

 (ｲ) 相談支援事業に関する業務 

 (ｳ) 地域活動支援センター事業に関する業務 

 (ｴ) 障害者虐待防止センター事業に関する業務 

 (ｵ) その他市長が必要と認める事業に関する業務 

イ センターの施設および設備の維持管理に関する業務 

ウ ア、イに掲げるもののほか、市長が特に必要と認める業務 

(3) 選定方法 

青梅市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第２条

にもとづく公募による選定 

(4) 指定管理期間 

平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日まで（５年間） 

(5) 職員体制 

常勤職員４名（施設長１名、主任支援員１名、支援員２名） 

非常勤職員８名（事務局長１名、支援員６名、事務長１名） 

５ 指定管理料（管理運営委託料）の支出状況 

 （単位：円） 

区  分 管理運営委託料 支 出 済 額 主な経費の内容 

障がい者サポー

トセンター 
 45,892,911  45,001,137

人件費、業務委託

費、水道光熱費等

６ センター事業等の実施状況 

(1) 相談支援事業（相談件数：延べ５，５９０件、登録者数：２２６名） 

   ア 一般相談…休館日以外の全日 

イ 高次脳機能障害相談…月平均９日（おおむね、木・金・土曜日） 

ウ ピア相談…毎月第２・３・４日曜日 

ピアカウンセリング…毎月第４日曜日 
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エ 発達障害相談…児童：毎月第２木曜日 

  (１０月から)…成人：毎月第２金曜日【新規：都補助事業】 

オ 障害者虐待相談…原則、月曜日～金曜日（第３月曜日を除く。） 

(2) 地域活動支援センター事業 

   ア 創作活動または生産活動の機会の提供（実施日数：２２３日、

延べ３，８８７名） 

   イ 社会との交流の促進（バザーへの参加：１６回） 

   ウ 交流室（憩いのサロン）の提供（利用者：延べ４，７７７名） 

   エ 青空活動（実施日数：２１日、延べ６３名） 

(3) 生活支援事業 

   ア 生活訓練等事業 

    ・パソコン教室（前期・後期全１１回、延べ７７名） 

    ・リハビリ・療育指導事業（全１６回、延べ１０９名） 

 イ ボランティア活動支援事業（４事業） 

サポートセンター交流祭、日本舞踊とクレープ作りを楽しも

う！（文化の日）、クリスマス会、もちつき大会（成人の日） 

   ウ 家族会活動支援事業（わかくさ家族懇談会） 

   エ スポーツ・レクリエーション教室開催事業 

    ・スポーツ（全９回、延べ１２名、他施設からの参加：延べ１１６名） 

    ・ウォーキング（全１５回、延べ４４名） 

    ・ヨガ体操（全２０回、延べ５６名） 

    ・健康相談（月１回・全１２回、延べ６７件） 

    ・書道の会（月２回・全２４回、延べ１５９名） 

    ・利用者ミーティング（毎月２回・全２４回、延べ３３５名） 

   オ 福祉講座開催事業 

     テーマ：高次脳機能障害と就労 

     対象者：高次脳機能障害者・家族、支援機関、興味のある方 

     参加人数：６５名 

   カ 親子交流レクリエーション事業（全９回、延べ１５５名） 

   キ 休日障害児・者レクリエーション事業 

    ・土曜サロン（全１１回、延べ５４名） 

    ・ＤＶＤ上映会（全３回、延べ１６名） 
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    ・土曜カラオケ（全１０回、延べ８１名） 

    ・祝日イベント（ＧＷ期間３回、海の日、体育の日、文化の日、

クリスマス会、成人の日、春分の日 全９回、延べ１０５名） 

(4) 放課後対策事業 

    稼働日 毎週月曜日から金曜日まで（週５日間、土日・祝祭日、

学校の夏季・冬季休暇およびセンター休業日を除く。） 

    利用時間 原則、午後２時から午後５時３０分まで 

    利用実績 稼働日数：１７４日、学童数：延べ４９０名 

(5) 退院促進・地域移行支援事業（利用人数：延べ２３名） 

    長期入院患者の地域生活への移行のためのイメージ作り支援 

(6) 障がい者サポートセンター交流祭 

    開催日時 平成２５年９月８日（日）午前１０時から午後３時ま

で 

    会  場 センター駐車場、１階サロン 

    参加者数 約６００名 

(7) 就労支援センターとの連携（利用人数：延べ４名） 

    就労に向けた相談対応の実施 

(8) 施設貸出し事業 

   ア 使用施設 会議室、音楽室、多目的ホール 

   イ 障害種別延べ利用者数 総利用者数：５，５３０名 

 ・身体障害：  ７６７名 

 ・知的障害：３，８１４名 

 ・精神障害：  ３０５名 

 ・その他：   ６４４名 

(9) 障害者虐待防止対策支援事業 

   ア 障害者虐待の通報・届出件数 ７件（通報４件、届出３件） 

   イ 広報・啓発活動の実施 

    ・障害者虐待防止のための講演活動 

    ・障害者虐待防止法の周知活動 

(10) その他事業 

  ア 通信紙「サポートセンター通信」の発行（年４回） 

    総発行部数：２，３００部 
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    月別発行部数： ５月・８月：各５５０部 

           １１月・１月：各６００部

    配布先：センター利用者、市内施設・関係機関、東京都施設、

特別支援学校ほか 

  イ 「青梅市障がい者サポートセンター作品展示会」の開催 

    障害者週間に合わせ、平成２５年１２月３日（火）から１２月

９日（月）まで、センター１階サロンにて展示 

  ウ 研修会等への参加（延べ１９名） 

     相談支援従事者初任者研修（東京都）以下１９テーマ 

第３ 監査の結果 

センターは、平成２３年４月に開設された当初から平成２７年度まで

の５年間、特定非営利活動法人青梅市障害者団体連合会（以下「連合会」

という。）を指定管理者として、事業の実施、施設の管理および運営が行

われてきたところである。 

指定管理者の指定に当たっては、平成２２年９月に公募を行い、２者

の応募があり、青梅市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条

例等の手順に従い選定した結果、連合会を指定管理者とした。 

現在、指定管理後３年が経過しているが、その間の運営状況や実績、

成果についてどのように検証し評価しているのか、また、これらの結果

を踏まえた残された期間の対応、さらには、次期の指定管理者の指定へ

の課題等について、指定管理者および市担当課への質疑、関係諸帳簿お

よび証拠書類との照合による書類審査を行い、判断したところである。 

この結果、センターの事業の実施、施設の管理および運営については、

おおむね目的に沿って執行されているものと認められたが、以下の要望

等について検討されたい。 

第４ 要望等 

  指定管理者は、強い意欲を持って施設の管理、運営に当たっていると

ころであるが、引き続き、地域の障害者に対する福祉サービスの拠点と

して、新たな課題への対応も含め、活動されるよう望むものである。 

なお、個別の要望等については、以下のとおりである。 

１ 連合会に関する事項 

(1) 管理業務に関する関係書類の整備等について 
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センターの管理業務については、「青梅市障がい者サポートセン

ターの管理に関する基本協定書（以下「協定書」という。）」を締結

し、管理にかかる基本的事項を定めているが、協定書において提出

が規定されている防犯・防災対策等の対応マニュアルおよび自主事

業にかかる事業計画書の提出がなされていなかった。 

また、前記協定書の締結に伴い、連合会として自主的にセンター

の「事業運営規程」を定めているが、事業区分において自主事業と

の混同が見受けられた。 

今後においては、協定書の遵守について徹底を図るとともに、重

要事項については市と協議を行い、適正な関係書類の整備等に努め

られたい。 

(2) 防災等避難訓練の充実について  

利用者が参加する訓練については、９月には防災訓練、３月には

防火訓練を市や消防署の立ち会いの下で実施している。実施後の検

証では、移動に時間がかかることや、遅れて避難をすることがある

状況から、継続的な訓練の重要性を認識したということであった。

また、地震に関する避難も意識して行う必要があるとし、消防署の

指摘等を参考にして、施設環境の見直しを図るとともに、整備につ

いて協議を進めたいということであった。 

今後においては、継続的な訓練の実施から課題等を把握し、その

都度改善を図るとともに、災害時にはより適切な対応が図られるよ

う要望する。 

(3) 事業の充実について 

    センターにおける相談事業については、これまでの一般的な３障

害の相談に加え、高次脳機能障害への支援をはじめ、平成２４年度

からは、発達障害や障害者虐待に関わる相談を受けるなど、相談内

容も多岐にわたっている。平成２５年度の実績においては、成人の

発 達 障 害 支 援 事 業 を 加 え た こ と か ら 、 前 年 度 に 比 べ 相 談 件 数 は  

１２．６パーセント増となっている。その他、障害児の放課後対策

事業を実施し、個別支援を必要とする児童の対応を図っているとこ

ろである。 

    このように多くの相談および支援事業を実施しているため、年間
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を通じ、組織として効率的な人員配置や、事業の内容に合わせた専

門性の高い相談員の確保などが重要となる。相談者に対しては、安

全面においても、ゆとりある対応が望ましいことから、今後の年度

協定書の締結に当たっては、市と十分な協議を行い、充実した事業

の実施に努められたい。 

２ 健康福祉部障がい者福祉課に関する事項 

(1) 協定書の見直しについて 

指定管理者による施設の管理、運営は、市と指定管理者の間で締

結された協定書に従い行っているが、協定書に規定のない事項や、

一部実情とかい離のある事項が見受けられた。以下の事項について、

見直しを検討されるよう要望する。 

ア 施設修繕について（第１６条第４項関係） 

施設の修繕について、小破修繕は指定管理者の負担により行う

ものと規定し、指定管理経費に修繕にかかる費用が計上されてい

るが、修繕の実施に当たっては範囲等の取り決めがなく、その都

度市と協議すると規定されている。 

管理運営業務にかかる事務の簡素化を図るため、小破修繕に関

する一定の範囲基準等の策定について検討されたい。 

 イ 備品購入について（第２５条第３項関係） 

   エアコン購入代が、備品等購入費として指定管理経費から執行

されているが、施設に付帯する空調設備の老朽化に伴う補修対応

と比較して安価であるとの判断基準にもとづき、順次、各部屋に

エアコンを設置し対応しているとのことであった。 

     協定書において、市の備品が経年劣化等により本業務実施の用

に供することができなくなった場合は、両者で協議し、必要に応

じて市の費用で当該備品等を購入または調達するとして規定して

いることから、この支出は、本来市が執行しなければならない経

費と考える。 

   今後は、協定書にもとづく適正な負担区分による対応に努める

とともに、必要に応じ協定書を改められたい。 

ウ 監査について（第２８条第５項関係） 

   協定書には、市監査委員による監査について、「管理業務に関
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する出納関連の事務について監査を行うことができる。」と規定

されているが、地方自治法には、「出納その他の事務の執行で当

該財政的援助に係るものを監査することができる。」と規定さ

れている。 

   監査については、地方自治法の趣旨に沿った規定に改められ

たい。 

エ 保険の加入について（第３３条第２項関係） 

平成２４年度から実施している「遊々くらぶ」の利用児童を対

象に傷害保険に加入し、事故等が発生した場合の補償の充実を図

っているが、協定書には、施設賠償責任保険への加入が記載され

ているのみである。 

事業の実施に必要と判断される保険については、協定書に規定

されたい。 

オ 管理経費の返還について（第３７条関係） 

  都補助金を活用した事業について、最終的な事業実績額が交付

済額を下回り、都への補助金の返還が生じた。このため指定管理

者へ支出されていた管理経費についても、市への返還が実施され

たが、協定書には、指定の取り消しや業務の停止を伴わない管理

経費の返還については定められていない。 

  今後、同様のケースが発生することを想定し、協定書に規定さ

れたい。 

 カ コピー機利用料の取り扱いについて 

センター内に設置されているコピー機について、施設を利用す

る関係団体に対し「青梅市電子複写機利用取扱基準」に準じて利

用料を徴収し、指定管理者の収入としている。 

コピー機の設置にかかる経費は、指定管理経費から支出されて

いることから、利用料の取り扱いについて協定書に規定されたい。 

(2) 指定管理者の管理運営業務に対する評価等について 

指定管理者に対する業務の履行や事業実施状況の確認について

は、現地調査や月報の確認を行うとともに、年に３回から４回実施

される定例会の中で現状確認を行い、さらに年度末には、事業報告

書および各相談記録や帳簿等の実地確認を行い評価しているとの
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ことであった。また、青梅市指定管理者管理運営状況評価に関する

指針にもとづく評価シートを作成し、双方同一の項目について、そ

れぞれが客観的に評価し、改善事項を把握するべく検証をしている

ところである。 

指定管理者制度の活用においては、単に施設の効率的・効果的な

管理運営だけでなく、実施事業そのものの本質と利用者にとっての

最適な支援を重要視すべきものであり、管理者の意欲と技量が問わ

れるとともに、行政における適切な指導と協力、きめ細かい状況評

価が必要不可欠な委任業務である。今後においても、常に新たな問

題意識を持ち、幅広い視野で管理運営業務の評価・検証に当たると

ともに、適切な指導・助言に努められたい。 

３ 共通事項 

(1) 放課後対策事業の充実について 

平成２４年６月から開始した放課後対策事業「遊々くらぶ」につ

いては、センターの立地場所等の関係から、市立第三小学校（かす

み学級）の児童による利用が多くみられる。 

今後、利用希望者からの要望事項および各学童保育所における対

応状況等について把握するとともに、障害児の放課後対策事業の充

実に努められたい。 

(2) 責任分担（リスク分担）の明確化および協定書等の遵守について 

指定管理業務実施に当たっての責任分担の取り扱いについて、修

繕、備品、第三者への賠償については、協定書に規定されているが

個々の基準が一部不明確となっているものが見受けられることか

ら、今後、問題が発生した場合における迅速対応の観点からも両者

にて協議し、責任分担の在り方および明確化について見直しを行う

とともに協定書に規定されたい。 

また、協定書、管理運営業務基準等によって施設運営にかかる各

種事務事業の手続、対応、遵守事項等について定められているが、

事務処理等の一部に遺漏している状況が見受けられることから、今

後においては、協定書等における規定遵守の徹底に努められたい。 

(3) 指定管理者による運営の効果と次期に向けた対応について 

指定管理による運営を実施して、本年度で４年が経過するところ
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である。 

担当課の評価においては、業務量の増加に伴う、職員体制の見直

しが課題となってはいるが、市と管理者双方で協力し、毎年内容を

検証しながら、よりよい利用者サービスをめざして確実に成長をし

てきたと認識しているとのことであった。 

   指定管理者においては、これまで事業展開に見合う人材の配置、

環境への配慮に関し、それぞれのニーズにあわせて努力してきたと

のことである。また、日々の業務の中でも、職員として守るべき倫

理や障害のある人の権利擁護を念頭に、今後においても、福祉の目

標である、平和で安心・安全を基本とした対人支援を担う取組を実

施していきたいとのことであった。 

指定期間満了に当たり、これまでの実績を検証し、センターにお

ける指定管理者制度の効果について、総合的な評価をされたい。ま

た、その評価を踏まえ、次期以降の運営については、利用者の使い

やすさ等に配慮した継続的な委任にも考慮しながら、管理者として

の適正について慎重に判断し、更に充実した障害者支援に努められ

るよう要望する。 
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